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1　はじめに
2005 年 10 月 1 日を基準日として実施された国勢調査によって把握された
東京都特別区部および各政令指定都市1）に居住する住民は約 3050 万人（外
国籍の住民を含む）に達し，全国の人口の約 4 分の 1 に相当する。しかし，
これらの大都市における国勢調査の実地調査は世帯側の非協力などにより近
年きわめて困難になっており，その結果にも少なからぬ影響が生じていると
考えられる2）。また，原則として住民による届出に基づいて更新される住民
登録を集計した住民基本台帳人口（および外国人登録原票を集計した外国人
登録人口）にも実際の居住地との相違などの問題点が以前から指摘されてい
る3）。
本稿の目的は，地域別静態人口データという共通の性格を持つ国勢調査結
果と住民基本台帳人口（および外国人登録人口）の間の大都市における相違
の状況を，2005 年 10 月現在の性別年齢別人口データを中心に考察すること
である。以下では両データの相違が特に大きいと推測される東京都特別区部
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および 2009 年 12 月現在の政令指定都市に関するデータを主たる考察の対象
とし，これらの都市と住民の属性・国勢調査の実地調査の環境などの点にお
いて共通性が高い東京都所在の都市および政令指定都市に準ずる人口規模の
都市に関するデータにも触れる。性別年齢別に区分したデータを地域別に比
較することによって両データの間の相違をもたらしている要因についても一
定の示唆が得られることが期待できる。
1）データ間の相違をもたらした要因
大都市地域における両データの間の相違は，主に国勢調査の実地調査にお
ける対象世帯の把握漏れ・非協力，外国籍住民の「国籍」の申告内容および「住
民基本台帳人口」（および「外国人登録人口」）の原データである転居届の提
出遅れ4）などによって生じているのではないかと考えられる。
まず国勢調査における実地調査の
状況を，調査票の地域別の未回収率
を手掛かりにみてみよう。公表され
ている未回収率は「調査員が把握し
た世帯総数」に対する「調査票を所
定期間内に提出しなかった世帯」の
比率であるので，調査員が把握でき
なかった世帯の数は直接反映されて
いないが，各地域における実地調査
の状況をある程度反映したものと考
えられる。
表 1－1 は，2005 年国勢調査にお
ける地域別未回収率が 10％以上の
地域を示したものである。全国およ
び都道府県別の未回収率は総務省統
計局が公表したものであり，市区別
（単位　％）
市・区1） 未回収率
大阪市中央区 33.0
東京都中央区 30.3
東京都町田市 29.9
東京都渋谷区 25.5
東京都品川区 25.2
名古屋市中区 25.1
東京都新宿区 23.7
大阪市西区 22.8
埼玉県ふじみ野市 16.6
（東京都全域） 13.3
千葉県浦安市 12.3
埼玉県蕨市 11.6
福岡県福岡市 11.6
千葉県市川市 10.9
埼玉県朝霞市 10.5
1）未回収率が10％以上の市・区を掲げた。
（出所）読売新聞社（2005a）（2005b）
（2005c）（2005d）（2005e）（2005 ｆ）
（2005 ｇ）
表 1－1　2005 年国勢調査地域別未回収率
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の未回収率は個別自治体が新聞社に明かしたものである。地域別未回収率は
大都市とその近郊に所在する都市および大都市所在都道府県において高率と
なっている。これらの地域では，実地調査の困難度が高い集合住宅居住世
帯，単身世帯，特に若年男性単身世帯の比率が一般に高い5）。全国について
の 2005 年調査の未回収率（4.4％）も，2000 年調査（1.7％），1995 年調査（0.5％）
と比べて大幅に上昇している。
また，1975 年以降の国勢調査の実地調査では記入された調査票が世帯か
ら回収できない場合には，その世帯の性別の人員数だけを調査員が近隣から
聞き取ることで調査票の回収に代替することが認められている。このような
方式によってデータが収集された世帯は集計表では「世帯の種類不詳」に分
類され，その人員数は「年齢不詳」と表示されている。
表 1－2 は，1975 年以降の国勢調査における全国についての「世帯の種類
不詳」・「年齢不詳」該当数の推移を示したものである。「世帯の種類不詳」・
「年齢不詳」の比率は表 1－1 でみた未回収率と比べれば大きなものではない
が，1995 年調査・2000 年調査を除けば概ね増加傾向にあり，2005 年調査で
は約 40 万世帯，約 48 万人に達している。世帯数と世帯人員数の関係から各
年次とも単身世帯が大半を占めていると考えられる。また各年次とも男性の
（単位：万世帯，万人）
年次
世帯の種類
不詳総数 1）
年齢不詳総数
男性 女性
1975 年 ― 4.6 3.1 1.5
1980 年 ― 7.1 4.9 2.3
1985 年 3.1 4.1 2.7 1.4
1990 年 26.1 32.6 32.3 10.4
1995 年 10.7 13.1 8.9 4.2
2000 年 17.9 22.9 14.8 8.0
2005 年 40.3 48.2 29.2 19.1
1）「世帯の種類」項目は 1985 年調査以降導入。
（出所）総理府統計局（1977・1982）総務庁統計局（1986･1992･1996）総務省統計局
（2001・2007）
表 1－2　「年齢不詳」「世帯の種類不詳」該当数
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該当者数の方が女性よりも
多い。表 1－3 は 2005 年調
査における「年齢不詳」率
が高い地域を示したもので
ある。大都市（特に中心
部）において高率となって
いる。大阪市西区の男性で
は 15％に達している。
つぎに住民基本台帳に基
づく人口データと実際の居
住地との相違についてその
要因を検討してみよう。両
者の間の相違は，主に転居
者による市区町村への届出
が遅れることによって生じ
ていると考えられる。そこ
で最近の人口移動の状況を
みてみよう6）。
表 1－4 は，1995 年度以
降の国勢調査が実施された
年度における住民基本台帳
人口の全国総数についての
異動状況と 2005 年度にお
ける 15 大都市・東京都特
別区部についての異動状況
を示したものである。性別
年齢別集計は公表されてい
ない。「転入者」「転出者」
地域 総数 男性 女性
全国 1） 0.38 0.47 0.29
市部 0.43 0.53 0.33
15 大都市 2） 0.95 1.14 0.77
東京都区部 1.62 1.88 1.37
練馬区 7.03 7.90 6.17
豊島区 6.96 7.81 6.11
目黒区 5.80 6.30 5.35
板橋区 2.92 4.05 1.77
世田谷区 2.48 2.71 2.27
東京都三鷹市 5.79 7.19 4.39
東京都小金井市 2.70 3.32 2.06
東京都国分寺市 2.01 2.19 1.83
千葉市中央区 2.06 2.22 1.89
横浜市中区 2.31 3.20 1.34
横浜市西区 2.19 2.72 1.64
横浜市南区 2.40 2.94 1.87
名古屋市中区 7.12 8.21 6.12
名古屋市瑞穂区 3.00 3.93 2.12
名古屋市西区 3.75 5.00 2.52
愛知県蟹江町 2.33 2.95 1.72
京都市下京区 2.29 2.67 1.98
京都市右京区 3.09 3.44 2.77
大阪市西区 14.32 15.39 13.36
大阪市浪速区 5.26 6.58 3.89
大阪市生野区 3.12 3.50 2.78
大阪市北区 3.25 3.77 2.75
大阪府守口市 2.66 3.10 2.24
福岡市博多区 3.30 4.24 2.38
福岡市中央区 2.47 2.74 2.24
福岡県春日市 2.14 2.63 1.69
大分県杵築市 2.79 3.98 1.67
1）個別地域は「総数」の「年齢不詳」率が 2％以
上の市区町だけを掲げた。
2）東京都区部および 2005 年 10 月時点の政令指定
都市。
（出所）総務省統計局（2007）
表 1－3　地域別「年齢不詳」率（2005 年国勢調査）
（単位：％）
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は国外からの移動・国外への移動を含む市区町村間の移動者を指し，市区町
村内の転居者は含まれていない。ここでの比率は年度末現在の各市区町村の
住民基本台帳に登録されている総人口に対するものである。「住民票記載」
では各年次とも「転入者」が大半を占めているが，減少傾向にある。それに
次ぐ「出生者」は変動が小さい。「住民票消除」では各年次とも「転出者」7）
が大半を占めているが，減少傾向にある。それに次ぐ「死亡者」は変動が小
さい。大都市における転出入の水準は全国と比べて各年度とも高率である。
2005 年度の転入率の場合，全国は 4.5％であったが，15 大都市では 6.7％，
東京都特別区部では 7.5％と非常に高い8）。転入・転出・出生・死亡以外の「そ
の他」は「住民票記載」「住民票消除」のいずれにおいても職権による実態
調査9）・国籍変更に基づく処理であるが，各年度ともごく少数である。
表 1－4 は市区町村境を越える移動および出生・死亡などについて住民が
行った届出に基づくものであり，データは性別年齢別に区分しない総数しか
利用できない。つぎに実地調査によって把握された性別年齢別に区分した移
動状況をみてみよう。表 1－5 は，2000 年国勢調査から得られた「5 年前の
常住地が現住所である比率」を性別年齢層別に示したものである。5 年前か
ら現住所に住んでいた比率は全体と比べて 20 代～ 30 代の若年層において低
い。特に東京都の 20 代後半から 30 代前半の年齢層では 4 割未満である。つ
まり，転入率は若年層，特に大都市居住者において全体よりも高いと考えら
れる。また，転入率は大半の年齢層では男性の方が女性よりも高い。
（単位　％）
住民票記載数 住民票消除数
転入者 出生者 その他 計 転出者 死亡者 その他 計
1995 年度全国 5.3 0.9 0.1 6.3 5.3 0.7 0.1 6.1
2000 年度全国 4.9 0.9 0.1 5.9 4.9 0.7 0.1 5.8
2005 年度全国 4.5 0.8 0.1 5.5 4.5 0.8 0.1 5.5
15 大都市計 1） 6.7 0.9 0.1 7.7 6.3 0.8 0.1 7.2
東京都特別区部 7.5 0.8 0.2 8.5 6.7 0.8 0.2 7.6
1）東京都特別区部および 2005 年 10 月時点の政令指定都市。
（出所）国土地理協会（2006）
表 1－4　「住民基本台帳人口」の異動状況（対年度末総人口比率）
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この2000年国勢調査の次に実施された2005年国勢調査の調査項目には「常
住地移動」は含まれていなかった。しかし，2007 年 10 月に実施された就業
構造基本調査が把握した過去 1 年間の転入率（15 歳以上限定）をみてみると，
若年層・大都市居住者・男性が高いというほぼ同様の傾向となっており，ま
た同様の傾向は同調査の 2002 年調査の結果にもみられる。
さて住民登録と実際の居住状況はどの程度異なっているのだろうか10）。両
者の相違は，住民登録をしている住所へ郵便物が配達可能であったか否かに
反映されているのではないかと考えられる。宛先の世帯がすでに転居してい
ても郵便局へ転居先を記入した転居届11）を提出していれば，転居から 1 年
以内は郵便物が転送される12）。
表 1－6 は，2009 年に実施された定額給付金のための申請書類送付作業時
の未到達率（市区町村が発送した書類が戻ってきた世帯の比率。同年 6 月
26 日現在）を都道府県別に示したものである。未到達率が 0.8％未満の道県
は省いた。申請書類送付の対象は，同年 2 月 1 日現在でその市区町村に住民
（単位：％）
年齢
全国 東京都
男 女 男 女
総　数 70.6 73.1 59.9 63.7
5 ～   9 歳 60.2 60.1 50.1 49.8
10 ～ 14 75.1 74.7 65.2 64.7
15 ～ 19 73.1 74.1 60.7 61.1
20 ～ 24 54.4 56.7 41.5 44.0
25 ～ 29 47.1 43.4 39.9 38.2
30 ～ 34 45.6 44.8 38.4 36.9
35 ～ 39 55.6 60.3 45.3 48.4
40 ～ 44 68.0 74.1 55.5 61.4
45 ～ 49 76.9 81.6 64.9 71.1
50 ～ 54 81.3 84.6 71.5 77.1
55 ～ 59 84.4 87.0 76.8 81.8
60 ～ 64 87.0 88.9 81.0 84.4
65 歳以上 89.5 87.5 83.8 84.3
（出所）総務省統計局（2001）
表 1-5　「5 年前の常住地が現住所である比率」(2000 年）
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登録をしていた世帯の世帯主であり，登録外国人も含まれている。全国の 9
割以上の市区町村では申請書類を同年 4 月上旬までに発送しているので，こ
の未到達率は発送からほぼ 3 か月経過した時点のものである。申請書類の未
到達率は，住民登録・外国人登録を残したまま実際には 1 年以上前に転居し
た世帯または転居は 1 年以内でも郵便局へ転居届を提出していない世帯の比
率に概ね相当するとみてよいだろう。全国の未到達率は 0.86％であった。未
到達率は大都市が所在する都道府県において一般に高く，農村色の濃い県で
は低い。最高は東京都の 1.38％，最低は山形県の 0.20％となっている。大都
市が所在する都道府県では住民基本台帳・外国人登録原票に記載されていた
住所に実際には居住していない世帯がかなりの比率を占めていたといえる。
全国の都道府県のうち福井県では上記の申請書類未到達率を市町村別に公
表している。福井県全域の未到達率（0.83％）は全国平均（0.86％）に近い
水準であったが，県域内では都市部において全般に高率であった13）。
（2009 年 6 月 29 日現在）
都道府県 給付対象世帯数（A）
申請書未到達
返却数 2）3）　（B）
比率（％）
（B ／ A）
東京都 6,565,276 90,492 1.38
神奈川県 4,017,864 49,099 1.22
岐阜県 791,551 9,574 1.21
大阪府 4,018,479 47,384 1.18
愛知県 3,072,361 34,248 1.11
京都府 1,157,384 12,439 1.07
福岡県 2,197,486 22,507 1.02
石川県 450,461 4,551 1.01
静岡県 1,511,100 15,156 1.00
三重県 766,813 7,060 0.92
滋賀県 530,374 4,805 0.91
（全国） 54,752,079 471,567 0.86
福井県 283,403 2,345 0.83
1）比率が 0.8％以上の都道府県だけを掲げた。
2）申請書は 4 月上旬までに 9 割の市区町村から発送された。
3）宛先不明等で戻ってきた未到達返却数 47.2 万通（再送付分を除く）のうち区分
判明分は , 日本人に係わるもの 23.3 万通、外国人に係わるもの 7.3 万通。
（出所）総務省自治行政局定額給付金室（2009）
表 1－6　定額給付金申請書の到達状況1）
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このような発送された郵便物が「宛先不明」となった比率が大都市所在地
域に多い上記の傾向は，やや弱いながらも 2008 年 11 月 28 日に各地方裁判
所から裁判員候補者宛に発送された裁判員候補者名簿記載通知書送付作業に
関する集計結果にも認められる14）。裁判員候補者は選挙人名簿登録者から無
作為抽出された者が登録されている（外国籍住民は含まれていない）。この
名簿記載通知書は個人宛のものであり，全国についての未到達率（0.93％）
は世帯主宛の定額給付金書類の場合の比率（0.86％）よりも多少高い。選挙
人名簿にはその市区町村の住民基本台帳に 3 か月以上登録されている 20 歳
以上のものが登録されており，2008 年には全国規模の選挙が実施されなかっ
た15）ので大部分の市区町村では同年 9 月 2 日現在の定時登録による選挙人
名簿が抽出に使用されたと考えられる。この場合の未到達率は約 6 か月前の
時点での住民基本台帳登録者の転居の状況を反映しているとみなすことがで
きる。
以上の 2 つの例から全国の人口のうち住民基本台帳（・外国人登録原票）
上の住所には居住していない比率は最近では 1％程度であり，この比率は大
都市ではより高いのではないかと推測される。
2）データ利用上の制約
次節以降において具体的なデータを分析する前に住民基本台帳・外国人登
録および国勢調査による地域別性別年齢別住民数データに関する利用上の制
約に触れておこう16）。性別年齢別住民基本台帳人口の全市区町村についての
集計は，3 月末現在のものだけが総務省自治行政局によって 1994 年以降毎
年公表されている。都道府県による域内市区町村についての集計では 3 月末
現在のほか 1 月 1 日現在のもの（東京都・埼玉県），10 月 1 日現在のもの（奈
良県）および月次のもの（高知県）が最近では利用できる場合もある17）。市
区町村による自地域についての集計でも，上記の総務省自治行政局・都道府
県によるデータ以外に月次・四半期周期・半年周期のものが利用できる場合
もあるが，人口規模が小さい市区町村ほど 3 月末現在以外のデータが利用で
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きる場合は少ない18）。
また，全国についての性別年齢別外国人登録人口は 12 月末現在の都道府
県別のデータだけを法務省が「在留外国人統計」として公表しており，一部
の市・区は年齢別に区分されていない月次または四半期別の外国人登録人口
も公表している。
他方，国勢調査による地域別年齢別住民数データは，2000 年調査・2005
年調査による「総数」「日本人」の実数が各市区町村および政令指定都市の
行政区別に公表されている19）。また，1995 年国勢調査によるものは政令指
定都市および東京都の特別区部についてだけ「総数」「外国人」の実数が公
表されているので，両者の差として「日本人」の実数がこれらの都市につい
ては算出できる。
注
1）　政令指定都市は当時 14 市であった。2006 年 4 月には堺市が，2007 年 4 月には
新潟市・浜松市が，2009 年 4 月には岡山市が加わった。
2）　山田（2007）
3）　このような相違は，地方自治体の統計関係者の間では以前から広く知られてい
たと思われる。彦根市（2004）三鷹市（2004a）同（2004b）加茂（2007）遠隔
地から入学した大学生などの一時的な居住地と認識している住民には，届出が
必要であるという意識は生じにくいのではないだろうか。
4）　住民基本台帳法第 22 条は届出の期限を転入後 14 日以内としている。
5）　外国人の比率も高いが，最も高い東京都でも 3％未満（2005 年調査時）である。
6）　1995 年以降人口動態統計によって把握された住所地不詳の死亡者は毎年 2000 人
前後であり，前年以前に発生した出生（外国人を含む）は年間 1000 人～ 1500 人，
同じく死亡（同）は年間 1000 人前後である。
7）　2006 年 4 月から「転出者」とする時点が届出日から転出予定日へ変更された。
この変更に伴う「転出者」数の相違は，2005 年度の場合全国人口の 0.15％（約
18.5 万人）にすぎない。国土地理協会（2009）京都市（2006）
8）　ほぼ同様の傾向は，「住民基本台帳人口移動報告」の毎年の集計結果にも認めら
れる。総務省統計局（2009a）
9）　実態調査の具体的内容については東京都市町村戸籍住民基本台帳事務協議会
（2008）参照。実態調査の結果による市区町村の職権に基づく住民票の記載・消
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除は，帰化・国籍離脱を合わせても 1995 年度以降年間 20 万件未満である。後
掲の表 1－4 では「その他」欄に含まれている。
10）　他の世帯員に転居先を告げずに「家出」した世帯員も，住民登録地と実際の居
住地は異なっている場合の一部と考えられる。間接的なデータにすぎないが，
家出人捜索願の受理件数は 2001 年～ 2005 年には毎年 9 ～ 10 万件であった。警
察庁（2006）
11）　郵便事業会社による全国の「2008 年度の転居届受理件数は約 600 万件」という。
宮嶋（2009）これは 2008 年度の住民基本台帳人口統計の「（市区町村境を越える）
転出者」約 549 万人をやや上回っている。国土地理協会（2009）
12）　書類発送用の封筒には定額給付金申請書類・裁判員候補者名簿記載通知とも「（転
居先への）転送不要」とは表示されていなかった。
13）　福井県（2009）
14）　管轄する地域に大都市が含まれている地方裁判所の場合には「宛先不明」率が
全国平均よりも高い場合が多かった。最高裁判所（2009）裁判員候補者名簿に
は外国籍住民が含まれていないので，転居に伴う「宛先不明」率が定額給付金
申請用書類よりも低かったと推測される。なお，外国人登録における居住地変
更は，1995 年以降の国勢調査実施年にはそれぞれ約 32 万件・約 39 万件・約 57
万件・（市町村合併に伴うものも含む）であった。法務省（2006）
15）　選挙が実施される場合は，定時登録日以外にも臨時に選挙人名簿が更新される。
総務省自治行政局選挙部（2009）
16）　石川（2009）は各種の人口統計資料の現状を広い視野から検討している。
17）　各都県のインターネット・ページに収録されている集計は，東京都は 1995 年分
以降，埼玉県は 1979 年分以降，奈良県は 1990 年分以降，高知県は 2006 年分以
降である。
18）　山田（2009）参照。
19）　市区町村内を区分した地域について集計を公表している市区町村もある。山田
（2009）
2　国勢調査が把握した全国性別年齢別人口の精度
国勢調査による「（外国人を含む）総人口」「日本人人口」に関する結果と
登録人口（「住民基本台帳人口」「外国人登録人口」）の性別年齢別比較を地
域別に行う前に，全国レベルでの①国勢調査による総人口の全般的な把握状
況の最近の変動，②実地調査の困難度が一般に高いと考えられる「外国人人
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表 2－1　「国勢調査人口」と前回国勢調査に基づく「推計人口」の差
（単位　万人）
年次 2000 年 2005 年
年齢
推計
人口1）
国勢調査
人口2） 差
3） 推計
人口1）
国勢調査
人口2） 差
3）
男性総数 6204 6211 7 6226 6235 9
  0 ～   4 歳 305 302 -3 290 285 -5
  5 ～   9 306 308 2 302 304 2  
10 ～ 14 336 335 -1 308 308 0
15 ～ 19 384 383 -1 336 337 1
20 ～ 24 439 431 -8 387 375 -12
25 ～ 29 506 497 -9 434 420 -14
30 ～ 34 445 444 -1 496 493 -3
35 ～ 39 409 410 1 442 440 -2
40 ～ 44 391 392 1 407 407 0
45 ～ 49 447 447 0 388 387 -1
50 ～ 54 521 521 0 438 438 0
55 ～ 59 428 429 1 506 508 2
60 ～ 64 372 375 3 410 415 5
65 ～ 69 334 336 2 352 355 3
70 ～ 74 266 267 1 302 304 2
75 歳以上 315 319 4 428 429 1
女性総数 6489 6482 -7 6543 6542 -1
  0 ～   4 歳 289 288 -1 275 272 -3
  5 ～   9 291 294 3 287 289 2
10 ～ 14 319 319 0 294 293 -1
15 ～ 19 366 365 -1 320 319 -1
20 ～ 24 418 411 -7 369 360 -9
25 ～ 29 488 483 -5 415 408 -7
30 ～ 34 435 434 -1 485 482 -3
35 ～ 39 402 402 0 436 433 -3
40 ～ 44 388 388 0 403 402 -1
45 ～ 49 446 445 -1 387 386 -1
50 ～ 54 525 523 -2 441 441 0
55 ～ 59 444 444 0 517 518 1
60 ～ 64 397 399 2 437 439 2
65 ～ 69 375 375 0 389 389 0
70 ～ 74 323 323 0 359 360 1
75 歳以上 581 580 -1 728 731 3
1）「推計人口」は前回国勢調査を基準としてその後の変動を加減して算出された 10
月 1 日現在の「（外国人を含む）総人口」についての概算値。
2）「国勢調査人口」の「（外国人を含む）総数」には「年齢不詳」を含む。
3）差＝「国勢調査人口」－「推計人口」
（出所）総務省統計局（2006b）
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口」の把握状況および③直近の国勢調査結果に基づく「日本人推計人口」と
「住民基本台帳人口」との相違の状況を検討しておく。
①については，国勢調査の実地調査によって把握された性別年齢別総数と
5 年前の前回国勢調査とその後の期間に生じた変動（出生・死亡・入出国な
ど）を対象とする動態データなどに基づく「推計人口」と国勢調査時点の性
別年齢別総数を比較する方法を利用する。表 2－1 は，2000 年・2005 年国勢
調査の把握数とそれぞれの前回調査の把握数に基づく「推計人口」を比較し
たものである1）。両データとも外国人を含む「総数」を比較した。2000 年調
査の把握数は 1995 年調査の把握数に基づく「推計人口」よりも 20 代におい
て男性では 17 万人，女性でも 12 万人少なくなっている。2005 年調査の把
握数も 2000 年調査の把握数に基づく「推計人口」よりも 20 代において男性
では 26 万人，女性でも 16 万人，30 代において男性では 5 万人，女性でも 6
万人少なくなっている。このような「推計人口」に対する下回りの主な要因
としては，5 年前の前回調査時には親の世帯に同居していた当時 10 代後半
から 30 代前半であった年齢層の一部が今回調査時には把握しにくい 1 人世
帯となったために生じたのではないかと考えられる。また，2005 年調査に
おける 20 代・30 代の「推計人口」に対する下回り幅は，2000 年調査と比べ
て男性では 14 万人，女性でも 9 万人拡大している。
つぎに②「外国人人口」の国勢調査による把握状況を「在留外国人統計」
が示す性別年齢別登録外国人数と比較する方法を利用して検討する。
「在留外国人統計」は，全国の市区町村に在留登録をした外国人数が法務
省によって集計されたものである。外国人登録は在留（予定）者に入国後
90 日以内（出生・国籍変更などの場合は 60 日以内）に行うことが義務付け
られている2）。国勢調査の対象者の範囲に関する居住（予定）期間の下限も
ほぼ同一の 3 か月である。
「在留外国人統計」は一部の地域を除き毎年 12 月末現在の集計だけしか
利用できないので，国勢調査結果とは同一時点での比較はできない。そこ
で 2005 年 12 月末現在の「在留外国人統計」と 2005 年 10 月に実施された国
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勢調査が把握した人口にその後の変動を増減して算出した 2006 年 1 月 1 日
現在の「推計人口」における「外国人」数を比較する。全国についての「推
計人口」は毎月算出されているが，国勢調査実施時点から経過期間が最も短
い 2005 年 12 月末を比較時点として選んだ。「推計人口」において「外国人」
数は直接示されていないので，「総人口」と「日本人人口」との差を代用した。
また「在留外国人統計」の 2005 年 12 月末現在と「推計人口」の 2006 年 1
月 1 日現在は実質的に同一時点とみなした。
表 2－2 にこの時点および 5 年前・9 年前の 2 時点について両統計が把握
した「外国人人口」を対比した3）4）。なお，1995 年 /1996 年の比較について
は 1996 年 1 月分の「推計人口」が入手できなかったので「在留外国人統計」
の 1996 年 12 月末分と「推計人口」の 1997 年 1 月分の比較で代用した。
2005 年末 /2006 年初についての比較の場合，「推計人口」による「外国人
人口」総数は「在留外国人統計」よりも男性では 23 万人少なく（前者は後
者の約 4 分の 3 に相当），女性でも 28 万人少ない（前者は後者の約 4 分の 3
に相当）。両者の差を年齢層別にみると，男女とも 20 代から 30 代において
大きくなっている。差が最も大きい年齢層は男女とも 20 代後半である（前
者は後者の約 3 分の 2 に相当）。これらの傾向は 2000 年 /2001 年・1996 年
/1997 年における両調査によるデータの間にもみられる。
このような表 2－2 の比較結果から国勢調査が「日本人」として把握した
人口，特に若年層の人口には「外国人」がその年齢層総数の 0.5％程度は含
まれている可能性があるのではないかと考えられる。また，この比率は総人
口に占める外国人の比率が高い大都市地域では全国の場合よりも高いと推測
される。
最後に③直近の国勢調査結果に基づく「日本人推計人口」と同時点の「住
民基本台帳人口」を全国について性別年齢別に比較する。住民基本台帳によ
る性別年齢別人口の全国集計は，すでに述べたように毎年 3 月末現在のもの
だけが利用できる。そこで，国勢調査の結果にその後 6 ヶ月間の死亡・出生・
国外との移動などを加減して算出した翌年または翌々年 4 月 1 日現在の「日
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表 2－2　在留外国人統計と「推計外国人人口」1）2）の対比
（単位　万人）
時点 1996 年末 1997 年初 2000 年末 2001 年初 2005 年末 2006 年初
年齢
在留
外国人
統計
推計
外国人
人口
在留
外国人
統計
推計
外国人
人口
在留
外国人
統計
推計
外国人
人口
男性総数 70 54 80 60 93 70
  0 ～   4 歳 3 2 3 3 3 3
  5 ～   9 3 2 3 3 3 3
10 ～ 14 3 2 3 3 3 2
15 ～ 19 4 3 4 4 4 3
20 ～ 24 7 6 9 6 11 8
25 ～ 29 10 8 11 8 14 9
30 ～ 34 10 7 11 7 12 9
35 ～ 39 7 5 10 7 10 7
40 ～ 44 6 5 7 5 9 6
45 ～ 49 5 4 5 4 6 5
50 ～ 54 4 3 4 4 5 4
55 ～ 59 3 2 3 3 4 4
60 ～ 64 2 2 2 2 3 3
65 ～ 69 1 1 1 2 2 2
70 ～ 74 1 1 1 1 1 1
75 歳以上 2 1 2 2 1 1
女性総数 71 56 89 67 108 80
  0 ～   4 歳 3 3 3 3 3 3
  5 ～   9 3 2 3 2 3 2
10 ～ 14 3 3 3 3 3 2
15 ～ 19 4 3 4 4 4 4
20 ～ 24 8 6 11 7 15 10
25 ～ 29 12 9 14 10 16 11
30 ～ 34 10 8 14 10 15 10
35 ～ 39 7 6 10 8 13 10
40 ～ 44 6 4 7 5 10 8
45 ～ 49 4 3 5 4 7 6
50 ～ 54 3 2 4 4 5 4
55 ～ 59 3 2 3 2 4 3
60 ～ 64 2 1 2 2 3 3
65 ～ 69 1 2 2 1 2 2
70 ～ 74 1 1 1 1 1 1
75 歳以上 2 1 2 2 1 2
1）推計の基準は直近の国勢調査の確定人口。「推計日本人人口」には総人口に対する
日本人人口の割合で按分した国籍不詳者を含み、年齢階級別人口には総数に対す
る年齢各歳別人口の割合で按分した年齢不詳者を含む。
2）各年 1 月 1 日時点の「推計総人口」と「推計日本人人口」の差を「推計外国人人口」
とみなした。
（出所）入管協会（1997，2001，2006）総務省統計局（2009b）
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本人推計人口」と 3 月末現在の「住民基本台帳人口」（男女別 5 歳階級別の
集計表）を，1997 年・2001 年・2006 年について比較する（表 2－3）。2000
年・2005 年国勢調査に基づく「日本人推計人口」については国勢調査実施
時点から経過期間が最も短い翌年 3 月末を比較時点として選んだ。1995 年
国勢調査に基づく「日本人推計人口」については 1996 年 4 月分が入手でき
なかったので，「住民基本台帳人口」の 1997 年 3 月末分と「日本人推計人口」
の 1997 年 4 月分の比較で代用した。
2006 年についての比較結果をみると，「日本人推計人口」が「住民基本台
帳人口」を男性では 10 代後半以外の 60 歳未満の全年齢層において下回って
おり，女性でも 40 歳未満の全年齢層において下回っている。特に男性の 20
（単位　％）
時点 2） 1997 年 2001 年 2006 年
年　齢 男性 女性 男性 女性 男性 女性
総　数 -0.6 -0.2 -0.6 -0.3 -0.9 -0.5
  0 ～   4 歳 -0.5 -0.7 -0.8 -0.5 -1.4 -1.2
  5 ～   9 -0.2 0.0 -0.7 -0.8 -0.6 -0.7
10 ～ 14 -0.2 -0.5 -0.3 -0.4 -0.7 -0.9
15 ～ 19 1.2 0.4 0.9 0.0 0.8 -0.3
20 ～ 24 0.0 -0.1 -0.4 -1.1 -1.6 -2.7
25 ～ 29 -2.5 -0.9 -2.7 -1.3 -4.3 -3.2
30 ～ 34 -1.7 -0.3 -2.2 -0.8 -3.3 -1.8
35 ～ 39 -1.0 -0.2 -1.5 -0.3 -2.7 -1.0
40 ～ 44 -0.9 -0.1 -1.0 -0.1 -1.4 -0.2
45 ～ 49 -1.1 -0.3 -1.1 -0.3 -1.1 0.0
50 ～ 54 -0.7 -0.2 -1.1 -0.3 -1.1 -0.1
55 ～ 59 -0.4 -0.3 -0.7 0.0 -0.9 0.0
60 ～ 64 -0.2 -0.5 0.1 0.3 0.2 0.4
65 ～ 69 0.4 -0.4 0.6 -0.1 1.0 0.5
70 ～ 74 0.2 0.0 1.1 0.0 1.5 0.4
75 ～ 79
0.0 0.7 1.9 0.7
2.1 0.5
80 歳以上 3.3 1.9
1）「住民基本台帳人口」に対する「日本人推計人口」の上回り率。
年齢階層別「住民基本台帳人口」は 1994 年分から公表されている。
「日本人推計人口」は、総務省統計局が算出した直近の国勢調査結果に基づくもの。
年齢階層別「日本人推計人口」は、1997 年分から公表されている。
2）「日本人推計人口」は各年 4 月 1 日現在。「住民基本台帳人口」は各年 3 月 31 日現在。
（出所）国土地理協会（2009）総務省統計局（2009b）
表 2－3　「日本人推計人口」と住民基本台帳人口の対比 1）
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代後半～ 30 代前半および女性の 20 代前半～ 30 代前半の年齢層において「日
本人推計人口」の下回り幅が大きい。とりわけ 20 代後半の男性では下回り
幅が 4％を超えている。逆に 60 代以上では男女とも「推計人口」が上回っ
ている。特に 80 歳以上の男性では上回り幅が 3％に，女性でも上回り幅が 2％
に達している。また，男性における差の方が 20 歳以上のほとんどの年齢層
では女性における差よりも大きい。これは，成人の場合男性の方に単身世帯
が多いために国勢調査における調査漏れが発生しやすいことを反映している
ものと考えられる。20 歳未満では「日本人推計人口」の下回り率が小さく，
男女差も小さいのは，すでに述べたように親の世帯に同居しているために国
勢調査の実地調査において把握が相対的に容易であったためではないかと考
えられる。ただし，5 歳未満の「日本人推計人口」の下回り率が比較的大き
いのは，親の年齢層に相当する 30 歳前後の「日本人推計人口」の下回り（国
勢調査による把握漏れ）率の拡大に対応している可能性がある。
1997 年・2001 年についての比較結果と 2006 年についての比較結果を比べ
ると，「推計人口」の下回り率は男女とも 45 歳未満のほとんどの年齢層にお
いて拡大している。国勢調査の実地調査における把握漏れの拡大と対応して
いるのではないかと考えられる。
本節の各データの間の相違の考察から，後に示す地域別にみた「国勢調査
人口」と「住民基本台帳人口」との相違ほどは大きなものではないものの，
国勢調査による把握漏れの可能性に留意して分析を進める必要があるといえ
よう。
注
1）　1985 年調査・1990 年調査・1995 年調査の結果では前回調査結果に基づく「推計
人口」との差率は，1990 年調査の 20 代の男性・1995 年調査の 20 代前半の男性
を除いて 1％以内であった。山田（2007）
2）　「入国後 90 日以内に出国する場合などは登録しない場合が多い」という。入管
協会（2006）
3）　2005 年 10 月 1 日現在の外国人登録人口のデータが公表されている東京都につ
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いて国勢調査結果と比較すると，国勢調査結果が把握した「外国人」の方が約
31％少ない。特に都心の区では 40％以上少ない場合もある。差が大きい区を挙
げると，千代田区 67％，港区 50％，渋谷区 49％，新宿区 44％，豊島区・中野
区 42％となっている。また，2000 年 10 月 1 日現在の東京都についての同様の
比較では国勢調査結果の方が約 29％少ない。
4）　法務省による 1995 年末・2000 年末・2005 年末についての集計と東京都による
翌年 1 月 1 日現在の集計を比較すると，後者が 3 ～ 5％少ない。登録外国人が出
国すれば，前者での登録が閉鎖され，後者には反映されていない場合があるた
めと考えられる。
3　奈良県における国勢調査結果と年齢別登録人口の比較
47 都道府県中奈良県だけが国勢調査の実施時点である 10 月 1 日現在の年
齢別登録人口（「住民基本台帳人口」と「外国人登録人口」の合計）を県内
のすべての市町村について 1990 年以降毎年公表している1）。そこで奈良県
の市町村別に年齢別「国勢調査人口」と「登録人口」の比較を行えば，市町
村の人口移動面の特性と両データの間の関係について何らかの示唆が得られ
るのではないかと考えられる。
まず奈良県内の各市町村の人口移動の状況を簡単にみておこう（表 3－1）。
2004 年 10 月からの 1 年間についてみると，県全域としての転出者数（推計
人口に対して 4.1％）は転入者数（同 3.7％）をやや上回っているが，県内の
地域差は大きい。つまり，転入者が転出者を上回っている地域（生駒市・香
芝市）と逆の傾向の地域（奈良市はじめ他の都市と郡部）が含まれている。
また，奈良市・天理市などには 20 歳前後の年齢層の人口移動に大きな影響
を与える遠隔地出身の学生が多い大学も所在している。
つぎに 2005 年国勢調査が把握した「（外国人を含む）総人口」と「登録人
口」の性別年齢別の比較結果を市町村別にみてみよう。表 3－1 の年齢別人
口の比較結果には，大きな相違がみられる 18 ～ 30 歳だけを掲げた。奈良市
については 2000 年・1995 年・1990 年についても同様の比較を行った。
2005 年の場合，奈良市では 20 歳前後の年齢層において国勢調査が把握し
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た「総人口」が「登録人口」を男女とも上回っており，両者の差は男女とも
20 歳が最も大きい（女性での差は「登録人口」の約 2 割に達している）。他方，
23 歳以上のすべての年齢層では両者の関係は男女とも逆転している。奈良
市以外の大半の市では 20 歳前後の年齢層を除いて国勢調査が把握した「総
人口」が「登録人口」を男女とも下回っているが，20 歳前後の年齢層だけ
は逆転している場合がある。郡部では男女ともすべての年齢層において国勢
調査が把握した「総人口」が「登録人口」を下回っている。
上述のような両データの間の性別年齢別人口の相違の様相が地域別に異な
年次 地域
国勢調査前
1 年間の
移動率 2）
（％）
「年齢計人
口」におけ
る国勢調査
人口の上回
り率（％）
国勢調査結
果が上回っ
ている 18
～ 30 歳の
年齢層（歳）
国勢調査結
果の上回り
率が最大の
年齢（歳）
同・左記の
年齢の上回
り率（％）
転出 転入 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
2005 年 奈良県 4.1 3.7 -2.5 -0.9 ― 18-20 ― 19 ― 3.5
奈良市 4.2 3.7 -1.7 -0.1 18-22 18-22 20 20 6.9 18.5
その他の市 4.1 3.8 -2.3 -0.9 ― 18-19 ― 19 ― 1.0
大和高田市 4.1 3.4 -4.1 -2.4 ― 18-19 ― 18 ― 1.9
大和郡山市 4.0 3.4 -3.1 -1.5 ― 18 ― 18 ― 0.4
天理市 5.2 4.7 1.1 1.4 18-22 18-21 20 19 15.3 11.4
橿原市 3.8 3.5 -1.2 -0.3 18 19 18 18-21 1.1 6.6
桜井市 3.3 3.0 -3.1 -1.3 ― ― ― ― ― ―
五條市 2.5 2.0 -4.1 -2.3 ― 18 ― 18 ― 2.3
御所市 2.9 2.3 -3.1 -0.7 ― ― ― ― ― ―
生駒市 4.6 5.0 -2.1 -0.4 18 ― 18 ― 1.5 ―
香芝市 4.6 4.8 -2.1 -0.1 18 19-20 18 20 0.3 3.6
葛城市 4.1 4.1 -2.8 -1.3 ― 19-20 ― 19 ― 3.4
郡部 3.9 3.5 -3.5 -1.9 ― ― ― ― ― ―
2000 年3）奈良市 ― ― -0.5 15 － 24 20 － 24 3.0
1995 年3）奈良市 ― ― -0.5 15 － 24 15 － 19 2.0
1990 年3）奈良市 ― ― -0.3 15 － 24 15 － 19 1.2
1）「住民基本台帳人口」と「外国人登録人口」の合計。
2）推計人口総数に対する移動人口の比率。
3）性別各歳別の登録人口が公表されていないので、男女計 5 歳階級別の登
録人口と比較した。
（出所）奈良県（2009）
表 3－1　国勢調査人口と登録人口 1）の比較：奈良県
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る傾向は，1990 年以降の各国勢調査実施年についてみられる。したがって，
他の都道府県内においても両データの間の相違の様相が市区町村間でかなり
異なっているのではないかと考えられる。
注
1）　性別各歳別の集計表は 2002 年分以降が公表されている。2001 年分以前は，男女
計 5 歳階級別の集計表だけが公表されている。
4　東京都の特別区・市における国勢調査結果と年齢別登録人口の
比較
本節では東京都所在の特別区・政令指定都市における国勢調査が把握した
人口に関する結果と同一時点（または接近した時点）の登録人口（または住
民基本台帳人口）を性別年齢別に比較する。
すでに述べたように，全国のすべての市区町村の性別年齢別住民基本台帳
人口データは 1994 年以降毎年 3 月 31 日時点のものが公表されており，東京
都のすべての特別区・市の性別年齢別住民基本台帳人口データは毎年 1 月 1
日時点のものも公表されている。しかし，国勢調査と同時点の 2005 年 10 月
1 日現在の年齢別住民基本台帳人口データは東京都の一部の特別区・市につ
いては入手できなかったので，1 月 1 日時点あるいは 3 月 31 日時点の性別
年齢別住民基本台帳人口データで代用できるかどうかを検討しておく必要が
ある。そこで 2005 年 10 月 1 日と 2006 年 1 月 1 日および同年 3 月 31 日の間
に生じる変動がどの程度のものかをみてみよう。変動をもたらす主な要因
は，各時点間の 3 か月間ないし 6 カ月間に全体の約 4 分の 1 ないし約 2 分の
1 の満年齢が 1 歳上昇することを別にすれば，出生者・死亡者・転入者・転
出者の発生であると考えられる。そこでこれら 3 時点の前後の期間に相当す
る 2005 年 9 月～ 2006 年 4 月について出生者・死亡者・転入者・転出者など
の発生状況をみてみよう（表 4－1）。このうち出生者数は 0 歳の人口だけの
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増加要因であり，死亡者数は主に高年齢層の減少要因であるが，両者の実数
は総人口と比べてそれほど大きなものとはいえない。他方，各種の転入者数
は 2005 年 9 月～ 2006 年 2 月には各月とも比較的低い水準で推移しているが，
就職・進学に伴う 20 歳前後の年齢層の転居が多いと考えられる 2006 年 3 月，
4 月の移動数はそれぞれ他の月の 2 ～ 3 倍に達している1）。なお，各月とも
男性の移動数が女性よりも多い。そこで 2005 年 10 月～ 12 月の 3 か月間に
限定すると，転入者数・転出者数の「住民基本台帳人口」総数に対する比率
はそれぞれ 2％を超えない程度のものとなる。したがって，10 月 1 日現在の
国勢調査の結果と翌年 1 月 1 日現在の「住民基本台帳人口」の年齢別比較に
はそれほど大きな制約はないと考えられる。
（単位　人）
期間
自然動態 他府県からの転入 都内間移動 その他 1） 他府県への転出
出生 死亡 男 女 男 女 男 女 男 女
2005 年 9 月 8382 6820 14875 12465 15499 13536 1750 1430 13113 10780
10 月 8374 7268 16039 13173 16148 14078 1748 1341 14545 12088
11 月 7971 7927 14115 12008 15910 14816 1541 1232 12172 10215
12 月 7704 7837 13840 11792 16576 15774 1457 1255 12298 10465
2006 年 1 月 8808 10214 13795 11338 13468 12203 1802 1372 11621 9203
2 月 7857 8161 14918 12528 16306 14540 1611 1222 13285 10607
3 月 8481 8515 46662 40915 29637 27898 2966 2708 30277 25094
4 月 7365 7348 38908 31327 20286 18183 2614 1952 28597 21151
1）従前の住所が不詳の者及び転出から転入までの期間が１年以上の者等の数をいう。
（出所）東京都総務局統計部（2009）
表 4－1　自然動態、他府県・市区町村間転入出発生状況（東京都）
つぎに表 4－2 は 1995 年調査以降の国勢調査による性別年齢計「日本人人
口」を同時点の「住民基本台帳人口」と東京都の区部・市部別に比較したも
のである。区部では各年次とも「住民基本台帳人口」が「国勢調査人口」を
男女とも上回っているが，市部では 1990 年調査を除いて逆の状況となって
いる。2005 年調査と 2000 年調査を比べると，区部では「国勢調査人口」の「住
民基本台帳人口」に対する下回り幅が拡大しており，市部では上回り幅は縮
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小している。集合住宅居住世帯や単身世帯の比率が高い区部において国勢調
査の実地調査の困難度が高かったことが国勢調査による把握漏れ拡大に作
用している可能性がある2）。なお，1990 年の市部・2000 年の区部を除いて 1
人世帯が多い男性の方が女性よりも両データの差は大きい。
（各年 10 月 1 日現在）（単位：差は人、差率は％）
地域 特別区部 市部
差 1） 差率 2） 差 1） 差率 2）
年次 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
1990 年 -26178 -28589 -0.7 -0.7 -14950 -25388 -0.8 -1.5
1995 年 -42031 -33117 -1.1 -0.8 21499 11677 1.2 0.6
2000 年 -16444 -28480 -0.4 -0.7 25815 14458 1.4 0.8
2005 年 -44404 -42260 -1.1 -1.0 15214 5774 0.8 0.3
1）「国勢調査による日本人人口」－「住民基本台帳人口」
2）「差」／「住民基本台帳人口」
（出所）東京都総務局統計部（2009b,2009c）
表 4－2　東京都における「住民基本台帳人口」と国勢調査による「日本人人口」
また，表 4－3 は表 4－2 のうち 2005 年 10 月時点の両データの相違を東京
都の各市区別に細分して示したものである。市区によって両データの大小関
係がかなり異なっていることがわかる。区部では文京区（男性の差 3.8％）・
新宿区（男性の差 3.8％，女性の差 4.5％）と日野市（男性の差 3.8％）・八王
子市（男性の差 3.4％）などにおいて「国勢調査人口」が「住民基本台帳人口」
を男女ともかなりの幅で上回っている。逆の状況は区部の北西部に位置する
練馬区（男性の差 7.0％）・豊島区（男性の差 6.4％），都心部の千代田区（男
性の差 6.4％，女性の差 6.0％）・台東区（女性の差 3.7％），三鷹市（男性の
差 4.7％，女性の差 3.3％）などにおいてみられる。
つぎに両データを年齢別に細分して比較してみよう。2005 年 10 月 1 日現
在の両データによる年齢別人口の対比は 23 の特別区のうち 15 区について可
能である（表 4－4）。ただし，この時点の年齢別外国人登録人口は各区とも
入手できなかった。このうち目黒区分は同年 9 月 30 日現在のデータである
が，10 月 1 日 0 時現在で実施された国勢調査結果と実質的に同時点のデー
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表 4－3　「住民基本台帳人口」と国勢調査による「日本人人口」の差率 1）
2005 年 10 月 1 日現在　　　　　　　（単位　％）
地域 男 女 地域 男 女
東京都 -0.5 -0.6 市　　部 0.8 0.3
区　　部 -1.1 -1.0 八王子市 3.4 1.5
千代田区 -6.4 -6.0 立川市 0.2 0.7
中央区 -0.3 -3.0 武蔵野市 1.9 1.9
港区 1.5 -0.3 三鷹市 -4.7 -3.3
新宿区 3.8 4.5 青梅市 0.8 1.1
文京区 3.8 2.0 府中市 2.9 0.7
台東区 -2.0 -3.7 昭島市 -0.9 -0.7
墨田区 0.1 0.0 調布市 2.9 0.9
江東区 -1.5 -0.6 町田市 -1.1 -0.5
品川区 1.4 1.0 小金井市 0.2 -1.1
目黒区 -2.2 -1.7 小平市 2.2 2.2
大田区 -0.3 -2.0 日野市 3.8 2.0
世田谷区 -0.4 -0.4 東村山市 -1.9 -0.9
渋谷区 -0.2 -1.9 国分寺市 -0.3 0.2
中野区 2.3 1.9 国立市 -0.2 -1.9
杉並区 -0.4 -0.4 福生市 0.1 0.0
豊島区 -6.4 -4.0 狛江市 2.3 1.0
北区 1.6 1.0 東大和市 -2.3 -1.9
荒川区 1.8 1.6 清瀬市 0.6 0.3
板橋区 -2.3 -1.9 東久留米市 -0.9 -0.1
練馬区 -7.0 -4.3 武蔵村山市 -2.3 -1.6
足立区 -3.2 -2.6 多摩市 2.5 1.5
葛飾区 -2.8 -2.1 稲城市 -0.1 0.4
江戸川区 0.3 -0.1 羽村市 0.7 -1.2
郡　　部 -2.2 -2.0 あきる野市 -1.6 -1.0
島　　部 -1.0 -4.1 西東京市 0.3 0.2
1）差率＝（「国勢調査日本人人口」－「住民基本台帳人口」）／「住民基本台帳人口」
タとみなした。年齢別人口の比較結果の表示は，他の年齢層よりも大きな差
が予想される 18 歳～ 30 歳に限定した（以下の各表も同じ）。ほとんどの区
の 20 歳前後の年齢層において国勢調査による「日本人人口」が「住民基本
台帳人口」を男女とも大幅に上回っている。上回り率が最も大きい年齢は，
男性では新宿区の 20 歳（差は約 43％，676 人），女性でも新宿区の 19 歳（同
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約 43％，572 人）である。7 区では男性の差の方が大きく，8 区では女性の
差の方が大きい。
なお，この後で検討する 10 月 1 日現在の住民基本台帳人口のデータが入
手できない市・区についての比較の代用とするために 2006 年 1 月 1 日現在
の「年齢計人口」データとの比較結果も表４－４に添付したが，10 月 1 日
現在のデータとの比較結果と中央区・港区を除いて大きな相違はなかった。
地域
比較
対象
人口1）
2005 年 10 月 2006 年 1 月
「年齢計人
口」におけ
る国勢調査
人口の上回
り率（％）
国勢調査結
果が上回っ
ている 18 ～
30 歳の年齢
層（歳）
国勢調査結
果の上回り
率が最大の
年齢（歳）
同・左記の
年齢の上回
り率（％）
「 年 齢 計 」
における国
勢調査結果
の上回り率
（％）
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
東京都区部 除外 -1.1 -1.0 ― ― ― ― ― ― -1.2 -1.1
中央区 除外 -0.3 -3.0 24-28 22-34 24 26 9.1 6.1 -1.9 -4.5
港区 除外 1.5 -0.3 18-19 19,21,22 24 21 3.8 5.0 0.5 -1.2
新宿区 除外 3.8 4.5 18-25 18-30 20 19 43.4 42.7 3.7 4.7
台東区 除外 -2.0 -3.7 18-21 18-19 19 18 9.8 1.4 -2.1 -3.9
墨田区 除外 0.1 0.0 18-25 18-23 19 19 5.7 5.8 -0.1 -0.1
品川区 除外 1.4 1.0 18-30 18-30 21 21 11.7 12.5 1.3 0.8
目黒区 除外 -2.2 -1.7 18-22 18-21 19 19 14.1 18.4 -2.2 -1.6
世田谷区 除外 -0.4 -0.4 18-22 18-22 19 19 36.4 22.6 -0.5 -0.4
渋谷区 除外 -0.2 -1.9 18-24 18-22 19 19 20.0 17.1 -0.3 -2.0
中野区 除外 2.3 1.9 18-30 18-30 19 19 25.1 24.6 2.3 2.1
杉並区 除外 -0.4 -0.4 18-23 18-22 19 19 33.1 31.1 -0.5 -0.6
荒川区 除外 1.8 1.6 18-22 18-24 20 20 8.0 11.1 2.2 1.7
板橋区 除外 -2.3 -1.9 18-22 18-21 19 19 15.7 26.8 -2.4 -2.0
葛飾区 除外 -2.8 -2.1 19-20 19-20 20 19 1.5 2.5 -2.7 -2.2
江戸川区 除外 0.3 -0.1 18-24 18-22 19 19 15.9 16.9 0.3 -0.1
1）「除外」は比較対象人口が「住民基本台帳人口」だけで、「外国人登録人口」を除
外していることを指す。
（出所）東京都総務局統計部（2009b,2009c）
表 4－4　国勢調査人口と登録人口の比較：東京都区部　2005 年 10 月・2006 年 1 月
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2005 年 10 月 1 日現在の年齢別住民基本台帳人口データが入手できなかっ
た 8 区については，国勢調査による「日本人人口」を 2006 年 1 月 1 日現在
の年齢別「住民基本台帳人口」と対比した（表 4－5）。すでに述べたように
各歳別人口の約 4 分の 1 が 3 ヶ月後には 1 歳上の年齢に移動していることや
転入出者の 3 ヶ月間における発生などの問題があるので，厳密な比較ではな
い。江東区・足立区を除いて 20 歳前後の年齢層において表 4－4 と同様な国
勢調査人口の住民基本台帳人口に対する大きな上回りが認められる。上回り
率が最も大きい年齢は，文京区の 20 歳（男性の差は約 50％，516 人，女性
の差は約 41％，338 人）であった。男性の差の方が大きい区と女性の差の方
が大きい区がある。
地域
比較
対象
人口1）
「年齢計人口」
における国勢
調査人口の上
回り率（％）
国勢調査結果が上回ってい
る 18 ～ 30 歳の年齢層（歳）
国勢調査結
果の上回り
率が最大の
年齢（歳）
同・左記の
年齢の上回
り率（％）
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
千代田区 除外 -7.1 -6.6 18-20 18-22 18 20 14.5 37.1
文 京 区 除外 3.3 1.7 18-30 18-26 20 20 50.1 40.5
江 東 区 除外 0.0 0.0 18-21,25 18,19,21-23,25,30 18 19 0.1 0.1
大 田 区 除外 -0.3 -2.0 18-25 18-22 19 19 12.0 9.7
豊 島 区 除外 -6.6 -4.0 18-22 18-22 20 19 24.4 35.9
北 区 除外 1.9 1.1 18-30 18-27,29,30 20 20 23.3 21.7
練 馬 区 除外 -7.0 -4.4 18-20 18-20 18 19 4.6 9.5
足 立 区 除外 -3.1 -2.6 18,20,22 18 22 18 1.8 0.3
1）「除外」は比較対象人口が「住民基本台帳人口」だけで、「外国人登録人口」を除
外していることを指す。
（出所）東京都総務局統計部（2009b,2009c）
表 4－5　2005 年国勢調査人口と 2006 年 1 月現在の住民基本台帳人口との比較
つぎに東京都所在の市について表 4－4 と同様の方法で両データを比較す
る（表 4－6）。八王子市など 8 市について 2005 年 10 月 1 日現在という同一
時点での両データの比較が可能である。このうち八王子市分は同年 9 月 30
日現在のデータであるが，10 月 1 日 0 時現在で実施された国勢調査結果と
実質的に同時点のものとみなした。全市とも「年齢計」の相違は男女とも 4％
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未満と大きくないが，大部分の市において 20 歳前後の年齢層において男女
とも国勢調査による「日本人人口」3）が「住民基本台帳人口」を大幅に上回っ
ている4）。上回り率が最も大きな年齢は男性では八王子市の 19 歳（差は約
68％，2979 人），小金井市の 19 歳（同約 68％，442 人），女性では武蔵野市
の 19 歳（差は約 58％，395 人）である。男性での差の方が女性での差より
も大きい市が多い。
地域
比較
対象
人口 1）
2005 年 10 月 2006 年 1 月
「 年 齢 計
人口」に
おける国
勢調査人
口の上回
り率（％）
国勢調査結
果が上回っ
て い る 18
～ 30 歳 の
年齢層（歳）
国勢調査
結果の上
回り率が
最大の年
齢（歳）
同・左記
の年齢の
上回り率
（％）
「年齢計」
に お け
る国勢調
査結果の
上回り率
（％）
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
東京都・市部計 除外 0.8 0.3 ― ― ― ― ― ― 0.7 0.2
八王子市 除外 3.4 1.5 18-23 18-23 19 19 67.6 38.7 3.3 1.4
武蔵野市 除外 1.9 1.9 18-28 18-29 19 19 38.0 58.0 1.5 1.6
町田市　 除外 -1.1 -0.5 18-23 18-22 19 19 25.1 24.4 -1.3 -0.7
小金井市 合算 3.4 0.6 18-23 18-22 19 19 67.6 52.0 ― ―
福生市　 除外 0.9 3.3 21-22 22 21 22 0.1 0.0 0.2 0.1
清瀬市　 除外 0.6 0.3 18-23 18-22 20 19 21.2 22.9 0.5 0.2
多摩市　 除外 2.5 1.5 18-24 18-23 19 19 36.1 24.8 2.5 1.5
西東京市 除外 0.3 0.2 18-22 18-22 19 19 47.1 29.0 0.1 -0.1
1）「除外」は比較対象人口が「住民基本台帳人口」だけである場合、「合算」は比較
対象人口が「住民基本台帳人口」と「外国人登録人口」の合計である場合を指す。
（出所）東京都総務局統計部（2009b,2009c）
表 4－6　国勢調査人口と登録人口の比較：東京都市部　2005 年 10 月
2005 年 10 月 1 日現在の年齢別住民基本台帳人口データが入手できなかっ
た 16 市については，表 4－5 と同様に国勢調査による「日本人人口」を
2006 年 1 月 1 日現在の年齢別「住民基本台帳人口」と比較した（表 4－7）。
大部分の市の両データの間には表 4－6 とほぼ同様の傾向が認められる。
2000 年１月１日現在の年齢別住民基本台帳人口データは，少数の市区（東
京都目黒区・同中央区・同多摩市）についてしか入手できなかった。表 4－
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8 は 2000 年に実施された国勢調査による「日本人人口」と同時点（同年 9
月 30 日ないし 10 月 1 日現在）の「住民基本台帳人口」を対比したものであ
る。両データの間には 2005 年に関する表 4－4 の各市区についての傾向とほ
ぼ同様の傾向が認められる5）。
注　
1）　3 月末の曜日配列によって転出入数が大きく変動する可能性もある。
2）　2005 年調査の「年齢不詳」は 2000 年調査と比べて区部の男性では 5.2 万人，女
性では 4.3 万人，市部の男性では 1.1 万人，女性では 0.7 万人それぞれ増加して
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いる。
3）　小金井市だけは外国人を含む国勢調査人口と「登録人口」を比較した。
4）　福生市だけでは 20 歳前後の両者の差も小さい。
5）　1995 年分については国勢調査による「日本人人口」が政令指定都市以外では入
手できなかった。
5　政令指定都市などにおける国勢調査結果と年齢別登録人口の比
較
本節では政令指定都市と総人口が政令指定都市に次ぐ規模の都市について
前節と同様の方法によって 2005 年・2000 年・1995 年時点の両データについ
て比較を行う。
都市 1）
比較
対象
人口 2）
「年齢計人口」
における国勢
調査人口の上
回り率（％）
国勢調査結果
が上回ってい
る 18 ～ 30 歳
の年齢層（歳）
同3）・
上回り率
が最大の年齢
同・左記の年
齢の上回り率
（％）
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
札幌市 除外 -0.4 0.8 18-22 18-22 19 19 19.9 20.5
仙台市 除外 1.2 0.9 18-24 18-24 19 19 38.9 36.7
さいたま市 合算 -0.8 -0.8 18-25 18-24 19 19 10.4 5.1
千葉市 合算 0.2 0.4 18-22 18-22 20 19 15.1 10.3
横浜市 合算 -0.6 -0.6 18-22 18-21 19 19 12.0 6.8
川崎市 合算 1.0 0.4 18-28 18-24 20 19 25.3 17.7
新潟市 除外 -0.1 0.5 18-21 18-24 19 19 13.0 16.5
静岡市 除外 -1.4 -0.7 ― ― ― ― 3.3 0.6
浜松市 除外 -1.1 -0.9 ― ― ― ― ― ―
名古屋市 合算 0.8 0.3 15-24 15-24 15-19 15-19 5.6 3.9
京都市 除外 1.7 2.5 15-24 15-24 20-24 20-24 29.2 27.3
大阪市 合算 ― ― ― ― ― ― ― ―
堺市 合算 -1.8 -0.8 19 ― 19 ― 0.6 ―
岡山市 除外 0.7 0.9 18-23 18-23 19 19 21.3 18.1
広島市 除外 -1.1 -0.4 18-20 18-20 19 19 7.8 6.2
北九州市 除外 -1.8 -0.2 18-19 18-19 18 19 3.2 2.4
福岡市 除外 1.8 1.3 18-24 18-24 19 19 55.2 43.3
1）政令指定都市となった時期は、静岡市 2005 年 4 月、堺市 2006 年 4 月、新潟市・
浜松市 2007 年 4 月、岡山市 2009 年 4 月、他は 2003 年以前。
2）「除外」は「外国人登録人口」を除外した「住民基本台帳人口」、比較対象は「日
本人人口」。「合算」は「外国人登録人口」と「住民基本台帳人口」の合計、比較
対象は「総数」。
3）名古屋市・京都市・大阪市は 5 歳階級別集計、他の市は各歳別集計。
表 5－1　国勢調査人口と登録人口の比較：政令指定都市　2005 年
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表 5－1 は，政令指定都市のうち 15 市（107 行政区）の 2005 年調査の結
果について「年齢計」における両データの間の相違および相違が最も大きい
年齢層とその年齢層についての相違が最も大きい行政区（およびその年齢
など）を示したものである。このうち 9 市は同年 9 月 30 日現在のデータで
あるが，10 月 1 日 0 時現在で実施された国勢調査結果と実質的に同時点の
データとみなした。名古屋市・京都市・大阪市については 5 歳階級別集計し
か入手できなかった。なお，神戸市の全区と大阪市の大半の区1）については
2005 年国勢調査実施時点の住民基本台帳に基づく年齢別人口データが入手
できなかった。
「全年齢計」総数では両統計によるデータの間の相違は，京都市の女性
（2.5％）を除いて各都市とも 2％未満と大きなものではない。しかし，20 歳
前後の年齢層に限定すると，国勢調査結果の上回り率は大半の都市におい
てかなりの程度に達している。上回り率が最大の年齢は福岡市の 19 歳の男
性であり，「国勢調査人口」が「住民基本台帳人口」に対して約 55％（差は
都市 1）
行政
区総
数
年齢計における上回り率が最大の行政区3）
国勢調査結果
が上回ってい
る 18 ～ 30 歳
の年齢層（歳）
同2）・上回り
率が最大の年
齢
同・左記の年
齢の上回り率
（％）
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
札幌市 10 中央区 中央区 19-22 18-30 19 19 40.1 73.6
仙台市 5 青葉区 青葉区 19-24 18-24 19 19 61.1 62.6
さいたま市 10 桜区 緑区 19-23 18,20 19 18 59.5 2.4
千葉市 6 中央区 中央区 18-22 18-22 20 19 33.9 28.2
横浜市 18 神奈川区 青葉区 18-23 18-21 20 19 49.4 17.0
川崎市 7 多摩区 多摩区 18-27 18-27 20 19 76.4 47.4
名古屋市 16 昭和区 昭和区 15-24 15-24 20-24 15-19 44.8 19.6
大阪市 24 北区 北区 15-24 15-24 15-19 15-19 28.5 26.9
広島市 8 中区 南区 18-19 18-24 19 20 8.5 10.3
北九州市 7 なし 小倉北区 ― 18-22 ― 19 ― 24.5
福岡市 7 城南区 城南区 18-25 18-23 19 19 124.6 87.2
1）政令指定都市となった時期は，静岡市 2005 年 4 月，堺市 2006 年 4 月，新潟市・
浜松市 2007 年 4 月，岡山市 2009 年 4 月，他は 2003 年以前。
2）名古屋市・京都市・大阪市は 5 歳階級別集計，他の市は各歳別集計。
3）新潟市・浜松市・京都市・堺市・岡山市の全区および大阪市のうち 19 区について
は行政区区別のデータが入手できなかった。
表 5－2　国勢調査人口と登録人口の比較：政令指定都市の行政区　2005 年
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比
較
対
象
人
口
2）
全
市
域
年
齢
計
に
お
け
る
上
回
り
率
が
最
大
の
行
政
区
1）
「
年
齢
計
人
口
」
に
お
け
る
国
勢
調
査
人
口
の
上
回
り
率
（
％
）
国
勢
調
査
結
果
が
上
回
っ
て
い
る
18
～
30
歳
の
年
齢
層
（
歳
）
同
4）
・
上
回
り
率
が
最
大
の
年
齢
同
・
左
記
の
年
齢
の
上
回
り
率
（
％
）
国
勢
調
査
結
果
が
上
回
っ
て
い
る
18
～
30
歳
の
年
齢
層（
歳
）
同
4）
・
上
回
り
率
が
最
大
の
年
齢
同
・
左
記
の
年
齢
の
上
回
り
率
（
％
）
男
性
女
性
男
性
女
性
男
性
女
性
男
性
女
性
男
性
女
性
男
性
女
性
男
性
女
性
男
性
女
性
札
幌
市
除
外
-2
.1
-0
.4
18
-2
1
18
-2
1
19
19
18
.1
20
.8
（
東
区
）
清
田
区
18
-2
1
18
-2
0
19
19
25
.4
18
.2
仙
台
市
除
外
1.
7
1.
5
18
-2
5
18
-2
5
19
19
33
.5
36
.7
青
葉
区
青
葉
区
18
-2
4
18
-2
4
19
19
51
.1
63
.3
千
葉
市
合
算
0.
3
0.
1
18
-2
2
18
-2
2
20
20
9.
9
8.
0
稲
毛
区
稲
毛
区
18
-2
5
18
-2
5
20
20
26
.8
21
.2
横
浜
市
合
算
-0
.8
-0
.6
18
-2
2
18
-2
1
19
19
10
.2
7.
5
神
奈
川
区
緑
区
18
-2
4
18
-2
1
19
21
39
.5
4.
5
川
崎
市
合
算
0.
2
0.
0
18
-2
4
18
-2
3
19
19
23
.1
17
.8
多
摩
区
多
摩
区
18
-2
4
18
-2
4
19
19
66
.2
41
.7
浜
松
市
3）
除
外
2.
4
1.
9
21
-3
0
22
-3
0
30
30
5.
2
6.
2
―
―
―
―
―
―
―
―
名
古
屋
市
合
算
0.
8
0.
4
15
-2
4
15
-2
4
15
-1
9
15
-1
9
5.
0
4.
1
天
白
区
天
白
区
15
-2
4
15
-2
4
20
-2
4
20
-2
4
28
.7
13
.9
京
都
市
3）
除
外
1.
4
2.
3
15
-2
4
15
-2
4
20
-2
4
20
-2
4
20
.5
18
.6
―
―
―
―
―
―
―
―
岡
山
市
3）
除
外
0.
7
1.
0
18
-2
3
18
-2
3
20
20
24
.6
11
.9
―
―
―
―
―
―
―
―
広
島
市
除
外
-0
.1
0.
3
18
-2
1
18
-2
2
19
19
6.
0
10
.0
中
区
中
区
16
-2
6
17
-3
0
21
20
10
.8
38
.4
北
九
州
市
除
外
-1
.1
-0
.2
18
-1
9
18
-1
9
18
19
2.
6
1 .
5
戸
畑
区
小
倉
北
区
18
-2
4
17
-2
6
20
19
15
.0
22
.2
福
岡
市
除
外
3.
1
2.
2
18
-2
5
18
-3
0
19
19
49
.6
40
.2
城
南
区
中
央
区
18
-2
5
16
-5
5
19
19
97
.9
69
.3
1）
全
行
政
区
に
お
い
て
国
勢
調
査
結
果
が
下
回
っ
て
い
る
札
幌
市
は
，
下
回
り
率
が
最
小
の
東
区
を
（
　
　
　
　
）
で
示
し
た
。
2）
「
除
外
」
は
，「
外
国
人
登
録
人
口
」
を
除
外
し
た
「
住
民
登
録
人
口
」。
「
合
算
」
は
「
外
国
人
登
録
人
口
」
と
「
住
民
登
録
人
口
」
の
合
算
。
3）
浜
松
市
・
京
都
市
・
岡
山
市
は
行
政
区
別
集
計
が
入
手
で
き
な
か
っ
た
。
4）
名
古
屋
市
・
京
都
市
は
5
歳
階
級
別
集
計
，
他
の
市
は
各
歳
別
集
計
。
表
5－
3　
国
勢
調
査
人
口
と
住
民
基
本
台
帳
人
口
の
比
較
：
政
令
指
定
都
市
　
20
00
年
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4580 人）上回っている。男性の差の方が，女性の差よりも大きい市が多い。
また，表 5－2 によれば各市の学生数が多い大学・短期大学が所在する行
政区においてさらに大きな相違が両データの間にみられる2）3）。
つぎに 2000 年以前の国勢調査実施時点について同様の比較を行う。表 5
－3 は，政令指定都市のうち 2000 年国勢調査実施時点の両データが入手で
きた 12 市（87 行政区）について比較した結果である。2005 年国勢調査実施
時点についての表 5－1 とほぼ同様の傾向が認められる。
 表 5－4 は，政令指定都市のうち 1995 年国勢調査実施時点の両データが
入手できた 7 市について比較した結果である。この年次については各市の行
政区別のデータが入手できない場合が大半であった4）。すでに述べた事情か
ら国勢調査による「日本人人口」は「総数」と「外国人」の差を代用した。
表 5－1 の 2005 年についての両データの間の関係とほぼ同様の傾向が表 5－
4 にも認められる。
比較
対象
人口1）
「年齢計人口」
における国勢
調査人口の上
回り率（％）
国勢調査結果
が上回ってい
る 18 ～ 30 歳
の年齢層（歳）
同・上回り率
が最大の年齢
同・左記の年
齢の上回り率
（％）
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
仙台市 除外 1.5 1.4 18-22 18-20 19 19 31.7 15.9
千葉市2） 合算 0.4 0.2 18-22 18-22 19 19 6.8 7.8
横浜市2） 合算 -1.0 -0.7 18-21 18-20 19 19 6.2 5.2
京都市3） 除外 1.3 1.7 15-24 15-24 20-24 15-19 17.4 12.6
広島市4） 除外 1.3 1.8 18-24 18-24 19 19 28.8 46.1
北九州市 除外 -1.3 -0.4 18-21 18-20 19 19 8.4 9.1
福岡市 除外 3.0 2.0 18-24 18-27 19 19 45.4 31.4
1）「除外」は「外国人登録人口」を除外した「住民基本台帳人口」を指し，「日本人人口」
と対比した。「合算」は「外国人登録人口」と「住民基本台帳人口」の合算を指し，
「総人口」と対比した。
2）千葉市の男性では花見川区での上回り率が，女性では中央区での上回り率が最大
である。横浜市の男性では神奈川区での上回り率が，女性では青葉区での上回り
率が最大である。
3）京都市は 5 歳階級別集計，他の市は各歳別集計。
4）広島市の 29 歳では，国勢調査人口の下回り率が男性で 51％，女性で 34％となっ
ている。
表 5－4　国勢調査人口と住民基本台帳人口の比較：政令指定都市 1995 年
—  139  —
大都市地域における性別年齢別静態人口データの相違に関する考察（山田）
  最後に政令指定都市に準ずる人口規模の都市について両データを比較し
てみよう。表 5－5 は，2005 年国勢調査結果における総人口が概ね 40 万人
以上の都市のうち 2005 年 10 月の「住民基本台帳人口」が入手できた 10 市
について両データを比較した結果である5）。遠隔地出身の学生数が多い大学
が立地していないと思われる姫路市・尼崎市・横須賀市・川口市以外の都市
では両データの間に 18 歳～ 20 代前半において表 5－1 の政令指定都市の状
況とほぼ同様の相違が認められる。
外国人を
含む総数
（人）
比較
対象
人口1）
「年齢計人
口」におけ
る国勢調査
人口の上回
り率（％）
国勢調査結
果が上回っ
て い る 18
～ 30 歳 の
年齢層（歳）
国勢調査結
果の上回り
率が最大の
年齢（歳）
同・左記の
年齢の上回
り率（％）
都市 国勢調査 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
神奈川県相模原市 628,698 除外 0.7 1.5 18-26 18-24 20 19 25.8 26.2
千葉県船橋市 569,835 除外 -1.6 -1.1 18-22 18-21 19 19 17.7 4.8
大阪府東大阪市 513,821 合算 -0.7 0.4 18-22 18-22 20 19 24.3 12.7
兵庫県姫路市 482,304 除外 -1.3 -0.8 ― ― ― ― ― ―
埼玉県川口市 480,079 除外 -1.4 0.3 18-20 18-19 19 19 4.9 1.2
千葉県市川市 466,608 合算 0.0 0.1 18-21 18-21 19 19 12.9 8.6
兵庫県尼崎市 462,647 除外 -3.8 -2.0 18-19 18-21 19 20 2.5 3.3
神奈川県横須賀市 426,178 除外 -2.8 -2.3 18 ― 18 ― 0.3 ―
大阪府枚方市 404,044 除外 -2.0 -0.2 18-22 18-22 19 19 13.8 34.9
神奈川県藤沢市 396,014 除外 -0.6 -1.0 17-23 17-23 20 20 27.0 26.3
1）「除外」の都市では「住民基本台帳人口」だけが公表されている。比較対象は国勢
調査による「日本人人口」である。「合算」の都市では「住民基本台帳人口」と「外
国人登録人口」の合計が公表されている。比較対象は国勢調査による「（外国人を
含む）総数」である。
表 5－5　国勢調査人口と住民基本台帳人口の比較：準大都市　2005 年
 
注
1）　大阪市の 24 の行政区のうち 5 区の住民基本台帳人口データだけしか入手できな
かった。
2）　政令指定都市所在都道府県には他県所在高校出身の入学者が多い大学・短期大
学が多数所在している。文部科学省（2005）
3）　「住民基本台帳人口」に対する「国勢調査人口」の上回り率を行政区別にみると，
福岡市城南区の 19 歳男性の約 125％（差は 1228 人）が最も大きい。横浜市では
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町丁別の比較が可能であり，大学所在地の周辺において両データの間の差が大
きい地区がみられる。
4）　千葉市・横浜市だけは行政区別の比較が可能であった。
5）　2000 年国勢調査時点の住民基本台帳人口データは表 5－5 の都市のうち一部の都
市（相模原市・市川市・藤沢市）については入手できなかったが，残りの都市
（船橋市・東大阪市・姫路市・川口市・尼崎市・横須賀市・枚方市）については
2005 年調査とほぼ同様の傾向が認められる。
むすびにかえて
本稿における国勢調査が把握した人口と「住民基本台帳人口」（・「外国人
登録人口」）の間の大小関係に関する考察から 1995 年以降の各年次とも全国
総数における性別年齢別人口の相違は小さいものの，政令指定都市を中心に
大学・短大所在地などにおいて高校卒業後の数年間に相当する年齢層の両
データの間にかなり大きな相違が認められる。相違の幅は進学・就職に伴う
転居が多い男性の方が女性よりも大きい場合が多い。また，「国勢調査人口」
の上回り率が最大の年齢は，高校卒業後の「浪人」の比率が高い男性の方が
高い場合が多い1）。
上述のような大都市地域における「住民基本台帳人口」（・「外国人登録
人口」）を上回る把握数の状況から国勢調査の実地調査は，一方で調査票の
未回収・「不詳」の増加などの問題はあるものの，住民登録の有無にかかわ
らず実際の居住者を把握するという機能を一定程度果たしていると考えられ
る。2005 年の場合，政令指定都市および東京都の市・区において住民基本
台帳に登録されていない 20 歳前後の居住者のうち少なくとも十万人程度2）
が国勢調査によって把握されたと推測される。逆に大都市以外の地域におい
て住民基本台帳に登録されている人口のうち 20 歳前後の年齢層の一部は国
勢調査によって実際の居住地である大都市地域で把握されているのではない
かと考えられる。
このような若年層における住民登録と実際の居住地の不一致は，就職や車
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庫証明の手続などの際に住民票提出が必要となることが契機となって実際の
居住地へ住民登録を移すので，年齢が上昇するにつれて徐々に解消されてい
るのではないかと考えられる。
なお，中小都市・町村に関する両データの関係，世帯数についての両デー
タの比較などについては早い機会に改めて検討したい。
注
1）　予備校生も住民登録なしに大都市に居住して国勢調査の実地調査によって把握
されている 20 歳前後の年齢層に含まれている可能性がある。
2）　たとえば，京都市では約3.9万人，福岡市では約2.5万人，八王子市では約1.4万人，
仙台市では約 1.4 万人，札幌市約 1.2 万人などと推定される。
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